
るためにはどのような再生計画案が必要なのかを

考察した｡

自家用車の普及による公共交通の衰退が地方圏

において特に顕著であるために,経営状況の悪化

により市からの財政支出が継続している状況は高

岡 ･新湊でも同様である｡ しかし,両市の市民は

万葉線に一定の存在意義を見出し,財政負担につ

いても容認する意見が多数であることが,アンケ

ート結果で確認できた｡

つぎに,万葉線の消極的存続から一歩踏み込ん

で,これを積極的にまちづくりに役立てようとし

ている市民団体の活動を,聞き取り調査した｡彼

らは,中心市街地活性化対策と同時に,自動車交

通の行き詰まり打開策 ･環境対策 ･高齢社会対策

としても,路面電車の魅力 ･存在意義を見出して

いることが分かった｡

最後に,具体的な万葉線再生計画案を考察する

ことで,万葉線がどのように改善されるべきであ

るかが理解できた｡今後は,市民の協力をえた新

会社の今後の努力が,万葉線の将来を左右するこ

とが予想され,その動向に期待したい｡

郊外立地型量販店の都心立地とその要因 - ｢ドン･キホーテ｣を事例に一

山本 訓子

日本は高度経済成長以降,大都市-の人口集中

と郊外への人口流出が進み,それと共に小売商業

の郊外分散化が加速した｡従来,小売商業施設は

大都市圏の中心商業地で発達し,その後郊外へと

外延的拡大をして行くという立地展開をしており,

それが一般的動向とみなされてきた｡

しかし,現在小売業の新業態である専門店の中

には,それとは逆の展開をしている企業がある｡

つまり郊外 (住宅地)で創業し,その後中心商業

地へと店舗展開していくという動きである｡ 筆者

は,郊外立地型小売商業施設が,なぜ消費者の属

性や地価といった地域的特性の差が大きい都心部

に店舗展開していったのか,またなぜそれが可能

であったのかを疑問に感 じた｡そこで本研究は,

東京都下で専門店をチェーン展開する株式会社 ド

ン･キホーテを事例に,逆行した立地展開を経済

的要因を踏まえつつ地域的,時系列的に明らかに

し,さらに中心商業地と住宅地という地域的特性

を立地ごとに考察することで,その立地展開の要

因を探ることを目的とした｡

立地展開の地域的,時系列的考察からは,以下

が明らかとなった｡ ドン･キホーテは,平成9年

に中心商業地 ･新宿に第1号店を開設するまでは,

東京都下の住宅地や郊外に出店 しており,平成

10年以降は中心商業地のみならず住宅地にも店

舗展開している｡ この動きを地価動向と比較検討

したところ,中心商業地への出店を可能にした要

因には,そこの地価の大幅な下落があったこと分

かった｡

次に地域特性を明らかにするため,新宿東口本

店 (新宿区歌舞伎町)と五日市街道小金井公園店

(西東京市新町)を,それぞれ中心商業地立地型

店舗,住宅地立地型店舗の代表とみなして,各種

統計調査,アンケート調査などを行った｡

新宿東口本店がある新宿区は繁華街 (とくに歌

舞伎町周辺は夜の街)としての性格が強く,一方,

五日市街道小金井公園店は平均的な住宅地として

位置付けられる｡各店舗利用者に対するアンケー

ト調査結果からは,属性に地域的特性を反映した

年齢層や男女比の差異はあるものの,2店舗の共

通点として,(ヨライフスタイルが夜型化した消費

者が,(参品揃えの良さといった多様性を求め,③

デフレ経済の影響で低価格を志向している姿が浮

かんだ｡これらの消費者の需要の共通性が,住宅

立地型店舗だけでなく,中心商業地立地型店舗も

成立させていると考えられる｡

また,その他の地位的差異を生じる要因として

地代の差があるが,同社では店舗ごとに商品構成

を変えたり,独自の仕入れ体制,さらには出店時

の初期投資を軽減するための独自の方法などを取

っていることが明らかとなった｡これらが地代の

影響を減じていることも,店舗成立要因の1つで

ある｡

ドン･キホーテは,以上の理由から,住宅地,

中心商業地のいずれにおいても事業を成功させ,

確実に業績を伸ばしている｡ しかしその反面で,

以前から地域住民との生活環境をめぐるトラブル

が発生しているので,小売商業と地域住民との両

者をうまく調和させて行くことも今後の課題であ

る｡
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